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5 障がい者の差別の解消の推進について 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【全体】 

「ある程度はあると思う」（44.8％）と答えた方の割合が最も高く、次いで「あると思う」（41.5％）、
「あまりないと思う」（9.8％）の順となっている。 

【圏域別】 

「ある程度はあると思う」については、十勝連携地域（52.9％）が最も割合が高く、次いで釧路・根
室連携地域（51.6％）となっている。「あると思う」については、釧路・根室連携地域（45.2％）が
最も割合が高く、次いで道南連携地域（44.0％）となっている。 

【人口規模別】 

「ある程度はあると思う」については、町村（53.2％）が最も割合が高く、次いで人口 10万人以上
の市（44.4％）となっている。「あると思う」については、人口 10万人以上の市（45.5％）が最も割
合が高く、次いで札幌市（44.8％）となっている。 

【性別】 

「ある程度はあると思う」については、男性 47.0％、女性 43.6％となっており、「あると思う」に
ついては、男性 38.8％、女性 43.6％となっている。 

【年代別】 

「ある程度はあると思う」については、50～59 歳（50.0％）が最も割合が高く、次いで 70 歳以上
（49.1％）となっている。「あると思う」については、40～49歳（57.7％）が最も割合が高く、次い
で 18～29歳（55.6％）となっている。 

【職種別】 

「ある程度はあると思う」については、自営業（農林漁業）（51.2％）が最も割合が高く、次いで無
職（48.1％）となっている。「あると思う」については、自由業（50.0％）が最も割合が高く、次い
でその他（48.8％）となっている。 

【居住年数別】 

「ある程度はあると思う」については、1 年未満（57.1％）が最も割合が高く、次いで 20 年以上
（45.8％）となっている。「あると思う」については、1～5年未満（59.2％）が最も割合が高く、次
いで 5～10年未満（51.1％）となっている。 

 

問１ あなたは、世の中において、障がいのある方に対して、障がいを理由とする差別や偏見があると思

いますか。 

次の中から 1つだけお選びください。 

あると思う

41.5 %

ある程度はあると

思う

44.8 %

あまりないと思う

9.8 %

ないと思う

2.9 %

無回答

1.0 %

n=766 
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無職

その他

無回答

居
住
年
数

1年未満

1～5年未満

5～10年未満

10～20年未満

20年以上

無回答

60～69歳

70歳以上

無回答

職
種

自営業（農林漁業）

自営業（商工サービス業）

自由業

事務職系

労務職系

主婦・主夫

年
代

18～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

学生

性
別

男性

女性

回答しない

無回答

人
口
規
模

札幌市

人口10万人以上の市

人口10万人未満の市

町村

無回答

凡例

全体　(n＝766)

圏
域

道央

道南

道北

オホーツク

十勝

釧路・根室

無回答

①あると思う ②ある程度はあると思う ③あまりないと思う
④ないと思う ⑤無回答

①

41.5

42.9

44.0

42.7

27.8

37.3

45.2

23.8

44.8

45.5

44.6

31.2

21.7

38.8

43.6

60.0

26.3

55.6

50.6

57.7

39.9

44.1

29.1

26.3

25.6

39.1

50.0

47.4

46.7

41.5

46.7

34.8

48.8

23.1

35.7

59.2

51.1

45.1

39.4

26.3

②

44.8

44.2

34.0

42.7

47.2

52.9

51.6

47.6

41.1

44.4

41.5

53.2

52.2

47.0

43.6

30.0

42.1

37.0

44.4

34.0

50.0

41.7

49.1

47.4

51.2

34.8

40.0

44.7

43.8

41.5

46.7

48.1

45.1

46.2

57.1

30.6

44.4

43.7

45.8

47.4

③

9.8

10.2

18.0

9.3

11.1

7.8

1.6

9.5

11.1

7.9

8.5

11.7

4.3

10.9

9.2

10.0

5.3

3.7

3.7

5.2

8.2

12.6

15.2

5.3

18.6

17.4

5.0

6.6

9.5

12.7

6.7

10.8

3.7

11.5

7.1

2.0

4.4

7.0

11.4

5.3

④

2.9

2.3

2.0

2.7

13.9

2.0
1.6

4.8

2.2

2.1

3.8

3.2

8.7

2.3

3.0

10.5

3.7
1.2

3.1

1.9

5.2

5.3

4.7

8.7

1.3

3.5

5.1
1.2

7.7

8.2

4.2

2.5

5.3

⑤
1.0

0.4

2.0

2.7

14.3
0.7

1.5
0.6

13.0

1.0

0.5

15.8

1.6

1.3

15.8

5.0

0.7

1.3

1.2

11.5

0.9

15.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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【全体】 

「法律の名前も内容も知らなかった」（52.0％）と答えた方の割合が最も高く、次いで「法律の名前
は知っているが、内容は知らない」（34.5％）、「法律の名前も内容も知っている」（12.5％）の順と
なっている。 

【圏域別】 

「法律の名前も内容も知らなかった」については、釧路・根室連携地域（56.5％）が最も割合が高
く、次いで道北連携地域（53.3％）となっている。「法律の名前は知っているが、内容は知らない」
については、オホーツク連携地域（50.0％）が最も割合が高く、次いで道南連携地域（44.0％）とな
っている。 

【人口規模別】 

「法律の名前も内容も知らなかった」については、町村（53.2％）が最も割合が高く、次いで人口 10
万人未満の市（52.3％）となっている。「法律の名前は知っているが、内容は知らない」については、
人口 10 万人以上の市（36.0％）が最も割合が高く、次いで人口 10 万人未満の市（35.4％）となっ
ている。 

【性別】 

「法律の名前も内容も知らなかった」については、男性 48.4％、女性 53.6％となっており、「法律
の名前は知っているが、内容は知らない」については、男性 35.2％、女性 34.6％となっている。 

【年代別】 

「法律の名前も内容も知らなかった」については、40～49 歳（62.9％）が最も割合が高く、次いで
18～29歳（59.3％）となっている。「法律の名前は知っているが、内容は知らない」については、70
歳以上（44.3％）が最も割合が高く、次いで 60～69歳（37.8％）となっている。 

【職種別】 

「法律の名前も内容も知らなかった」については、学生（66.7％）が最も割合が高く、次いで自営
業（農林漁業）（62.8％）となっている。「法律の名前は知っているが、内容は知らない」について
は、無職（44.3％）が最も割合が高く、次いで自営業（商工サービス業）（34.8％）となっている。 

【居住年数別】 

「法律の名前も内容も知らなかった」については、5～10年未満（53.3％）が最も割合が高く、次い
で 20年以上（52.5％）となっている。「法律の名前は知っているが、内容は知らない」については、
1 年未満（50.0％）が最も割合が高く、次いで 20年以上（35.0％）となっている。 

 

問２ あなたは、「障害者差別解消法」を知っていますか。 

次の中から 1つだけお選びください。 

法律の名前も内容も知って

いる

12.5 %

法律の名前は知っ

ているが、内容は

知らない

34.5 %

法律の名前も内容

も知らなかった

52.0 %

無回答

1.0 %

n=766 
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無職

その他

無回答

居
住
年
数

1年未満

1～5年未満

5～10年未満

10～20年未満

20年以上

無回答

60～69歳

70歳以上

無回答

職
種

自営業（農林漁業）

自営業（商工サービス業）

自由業

事務職系

労務職系

主婦・主夫

年
代

18～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

学生

性
別

男性

女性

回答しない

無回答

人
口
規
模

札幌市

人口10万人以上の市

人口10万人未満の市

町村

無回答

凡例

全体　(n＝766)

圏
域

道央

道南

道北

オホーツク

十勝

釧路・根室

無回答

①法律の名前も内容も知っている
②法律の名前は知っているが、内容は知らない
③法律の名前も内容も知らなかった
④無回答

①

12.5

14.2

8.0

5.3

5.6

15.7

17.7

15.2

12.2

11.5

11.0

15.8

11.1

14.8

21.0

10.3

13.9

11.0

10.9

4.7

13.0

15.0

19.7

7.6

9.9

26.7

11.4

17.1

7.1

18.4

17.8

16.9

11.6

②

34.5

32.9

44.0

40.0

50.0

31.4

25.8

33.3

33.0

36.0

35.4

35.1

30.4

35.2

34.6

10.0

31.6

25.9

24.7

26.8

30.4

37.8

44.3

31.6

32.6

34.8

25.0

30.9

34.3

34.5

6.7

44.3

31.7

30.8

50.0

32.7

28.9

31.0

35.0

36.8

③

52.0

52.2

46.0

53.3

44.4

52.9

56.5

52.4

50.7

51.9

52.3

53.2

56.5

48.4

53.6

90.0

52.6

59.3

54.3

62.9

55.7

49.6

43.5

52.6

62.8

52.2

55.0

49.3

58.1

54.9

66.7

43.0

50.0

57.7

42.9

49.0

53.3

52.1

52.5

47.4

④

1.0

0.6

2.0

1.3

14.3

1.1

0.8

0.6

13.0

0.7

0.7

15.8

1.6

1.3

15.8

5.0

0.7

1.3

1.2

11.5

0.9

15.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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見聞き(経験)する機

会は増えたと思う

16.7 %

見聞き(経験)する機

会は減ったと思う

15.4 %

見聞き(経験)する機

会は変わらないと思

う

34.3 %

見聞き(経験)したこ

とはない

19.2 %

わからない

12.7 %

無回答

1.7 %
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【全体】 

「見聞き(経験)する機会は変わらないと思う」（34.3％）と答えた方の割合が最も高く、次いで「見
聞き(経験)したことはない」（19.2％）、「見聞き(経験)する機会は増えたと思う」（16.7％）の順と
なっている。 

【圏域別】 

「見聞き(経験)する機会は変わらないと思う」については、道北連携地域（40.0％）が最も割合が高
く、次いで道央広域連携地域（37.8％）となっている。「見聞き(経験)したことはない」については、
オホーツク連携地域（30.6％）が最も割合が高く、次いで釧路・根室連携地域（22.6％）となってい
る。 

【人口規模別】 

「見聞き(経験)する機会は変わらないと思う」については、人口 10万人未満の市（39.2％）が最も
割合が高く、次いで札幌市（37.0％）となっている。「見聞き(経験)したことはない」については、
町村（21.4％）が最も割合が高く、次いで人口 10万人以上の市（20.6％）となっている。 

【性別】 

「見聞き(経験)する機会は変わらないと思う」については、男性 38.5％、女性 31.9％となってお
り、「見聞き(経験)したことはない」については、男性 19.7％、女性 18.5％となっている。 

【年代別】 

「見聞き(経験)する機会は変わらないと思う」については、40～49歳（43.3％）が最も割合が高く、
次いで 50～59歳（41.1％）となっている。「見聞き(経験)したことはない」については、70歳以上
（21.7％）が最も割合が高く、次いで 50～59歳（20.3％）となっている。 

【職種別】 

「見聞き(経験)する機会は変わらないと思う」については、労務職系（41.9％）が最も割合が高く、
次いで事務職系（40.8％）となっている。「見聞き(経験)したことはない」については、自由業（25.0％）
が最も割合が高く、次いで自営業（商工サービス業）（21.7％）となっている。 

【居住年数別】 

「見聞き(経験)する機会は変わらないと思う」については、1～5年未満（44.9％）が最も割合が高
く、次いで 1年未満（35.7％）となっている。「見聞き(経験)したことはない」については、20年以
上（21.8％）が最も割合が高く、次いで 10～20年未満（18.3％）となっている。 

 

問３ 障害者差別解消法が施行された平成２８年から今日までの８年の間に、障がいのある方に対する

差別を見聞き（経験）する機会は、増えた（減った）と思いますか。 

次の中から 1つだけお選びください。 

 

n=766 
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凡例

全体　(n＝766)

圏
域

道央

道南

道北

オホーツク

十勝

釧路・根室

無回答

人
口
規
模

札幌市

人口10万人以上の市

人口10万人未満の市

町村

無回答

性
別

男性

女性

回答しない

無回答

60～69歳

70歳以上

無回答

職
種

自営業（農林漁業）

自営業（商工サービス業）

自由業

事務職系

労務職系

主婦・主夫

年
代

18～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

学生

無職

その他

無回答

居
住
年
数

1年未満

1～5年未満

5～10年未満

10～20年未満

20年以上

無回答

①見聞き(経験)する機会は増えたと思う ②見聞き(経験)する機会は減ったと思う
③見聞き(経験)する機会は変らないと思う ④見聞き(経験)したことはない
⑤わからない ⑥無回答

①

16.7

17.8

24.0

8.0

16.7

15.7

14.5

14.3

20.4

16.9

12.3

14.9

8.7

16.4

17.3

10.0

10.5

22.2

23.5

14.4

8.9

22.0

17.0

10.5

11.6

17.4

25.0

15.1

13.3

19.0

13.3

20.3

17.1

7.7

28.6

24.5

26.7

19.7

14.8

10.5

②

15.4

12.1

18.0

22.7

16.7

25.5

21.0

14.3

11.1

18.0

18.5

17.5

13.0

15.1

15.9

15.8

11.1

18.5

12.4

13.3

17.3

17.0

15.8

18.6

21.7

5.0

13.8

18.1

14.8

20.0

13.9

17.1

15.4

28.6

18.4

13.3

16.9

14.8

15.8

③

34.3

37.8

28.0

40.0

13.9

23.5

33.9

14.3

37.0

34.4

39.2

28.6

13.0

38.5

31.9

40.0

21.1

40.7

32.1

43.3

41.1

28.3

30.0

15.8

32.6

39.1

35.0

40.8

41.9

30.3

26.7

29.7

34.1

19.2

35.7

44.9

35.6

33.8

34.0

15.8

④

19.2

17.8

18.0

17.3

30.6

19.6

22.6

28.6

17.0

20.6

17.7

21.4

26.1

19.7

18.5

30.0

21.1

16.7

9.9

19.6

20.3

18.9

21.7

26.3

20.9

21.7

25.0

17.8

14.3

18.3

20.0

20.9

20.7

26.9

7.1

2.0

8.9

18.3

21.8

21.1

⑤

12.7

12.7

10.0

10.7

22.2

15.7

8.1

14.3

11.9

10.1

11.5

16.9

21.7

9.2

14.8

20.0

15.8

9.3

16.0

10.3

16.5

11.8

10.9

15.8

16.3

5.0

12.5

12.4

14.8

20.0

13.3

9.8

15.4

10.2

15.6

11.3

12.9

21.1

⑥

1.7

1.7

2.0

1.3

14.3

2.6

0.8

0.6

17.4

1.0

1.6

15.8

1.6

3.5

15.8

5.0

2.8

1.9

1.2

15.4

1.8

15.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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【全体】 

「知らなかった」（53.1％）と答えた方の割合が最も高く、次いで「言葉だけは聞いたことがある」
（30.0％）、「「合理的配慮」の内容を含めて知っている」（14.9％）の順となっている。 

【圏域別】 

「知らなかった」については、道北連携地域（62.7％）が最も割合が高く、次いで釧路・根室連携地
域（53.2％）となっている。「言葉だけは聞いたことがある」については、道南連携地域（36.0％）
が最も割合が高く、次いでオホーツク連携地域（33.3％）となっている。 

【人口規模別】 

「知らなかった」については、町村（57.1％）が最も割合が高く、次いで人口 10万人未満の市（55.4％）
となっている。「言葉だけは聞いたことがある」については、人口 10万人以上の市（32.8％）が最も
割合が高く、次いで人口 10 万人未満の市（31.5％）となっている。 

【性別】 

「知らなかった」については、男性 50.0％、女性 55.7％となっており、「言葉だけは聞いたことが
ある」については、男性 32.9％、女性 27.5％となっている。    

【年代別】 

「知らなかった」については、40～49歳（61.9％）が最も割合が高く、次いで 60～69 歳（56.7％）
となっている。「言葉だけは聞いたことがある」については、18～29 歳（40.7％）が最も割合が高
く、次いで 70歳以上（36.5％）となっている。 

【職種別】 

「知らなかった」については、自由業、労務職系、学生が同率（60.0％）で最も割合が高くなって
いる。「言葉だけは聞いたことがある」については、自営業（商工サービス業）（39.1％）が最も割
合が高く、次いで無職（34.2％）となっている。 

【居住年数別】 

「知らなかった」については、20年以上（55.8％）が最も割合が高く、次いで 1～5年未満（53.1％）
となっている。「言葉だけは聞いたことがある」については、1年未満（50.0％）が最も割合が高く、
次いで 10～20年未満（38.0％）となっている。 

 

問４ あなたは、「合理的配慮」のことを知っていますか。 

次の中から 1つだけお選びください。 

「合理的配慮」の内容を含

めて知っている

14.9 %

言葉だけは聞いた

ことがある

30.0 %

知らなかった

53.1 %

無回答

2.0 %

n=766 
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無職

その他

無回答

居
住
年
数

1年未満

1～5年未満

5～10年未満

10～20年未満

20年以上

無回答

60～69歳

70歳以上

無回答

職
種

自営業（農林漁業）

自営業（商工サービス業）

自由業

事務職系

労務職系

主婦・主夫

年
代

18～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

学生

性
別

男性

女性

回答しない

無回答

人
口
規
模

札幌市

人口10万人以上の市

人口10万人未満の市

町村

無回答

凡例

全体　(n＝766)

圏
域

道央

道南

道北

オホーツク

十勝

釧路・根室

無回答

①「合理的配慮」の内容を含めて知っている ②言葉だけは聞いたことがある
③知らなかった ④無回答

①

14.9

15.9

8.0

12.0

16.7

19.6

14.5

4.8

18.1

14.3

12.3

14.3

15.8

15.0

10.0

14.8

24.7

15.5

20.9

11.0

10.4

11.6

13.0

15.0

28.9

9.5

11.3

13.3

11.4

15.9

7.1

14.3

24.4

21.1

14.1

②

30.0

30.4

36.0

24.0

33.3

25.5

32.3

28.6

28.1

32.8

31.5

27.9

34.8

32.9

27.5

50.0

31.6

40.7

29.6

21.6

22.2

29.9

36.5

31.6

32.6

39.1

20.0

21.7

30.5

30.3

26.7

34.2

32.9

38.5

50.0

32.7

31.1

38.0

28.0

36.8

③

53.1

52.0

52.0

62.7

50.0

52.9

53.2

52.4

51.1

51.9

55.4

57.1

47.8

50.0

55.7

40.0

52.6

44.4

45.7

61.9

56.3

56.7

50.0

52.6

55.8

47.8

60.0

48.7

60.0

55.6

60.0

51.9

48.8

50.0

42.9

53.1

44.4

40.8

55.8

47.4

④

2.0

1.7

4.0

1.3

2.0

14.3

2.6

1.1

0.8

0.6

17.4

1.3

1.8

15.8

1.0

0.6

2.4

3.0

15.8

5.0

0.7

2.8

2.5

2.4

11.5

2.1

15.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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【全体】 

「やや生活しやすくなったと思う」（37.3％）と答えた方の割合が最も高く、次いで「あまり生活し
やすくなってはいないと思う」（29.4％）、「わからない」（20.5％）の順となっている。 

【圏域別】 

「やや生活しやすくなったと思う」については、道央広域連携地域（39.1％）が最も割合が高く、次
いで道北連携地域（38.7％）となっている。「あまり生活しやすくなってはいないと思う」について
は、道南連携地域（36.0％）が最も割合が高く、次いでオホーツク連携地域（33.3％）となっている。 

 
【人口規模別】 

「やや生活しやすくなったと思う」については、人口 10万人未満の市（42.3％）が最も割合が高く、
次いで札幌市（38.9％）となっている。「あまり生活しやすくなってはいないと思う」については、
人口 10 万人以上の市（36.5％）が最も割合が高く、次いで人口 10 万人未満の市（30.8％）となっ
ている。 

【性別】 

「やや生活しやすくなったと思う」については、男性 39.5％、女性 36.3％となっており、「あまり
生活しやすくなってはいないと思う」については、男性 30.6％、女性 29.3％となっている。 

【年代別】 

「やや生活しやすくなったと思う」については、70歳以上（40.9％）が最も割合が高く、次いで 50
～59歳（39.2％）となっている。「あまり生活しやすくなってはいないと思う」については、60～69
歳（37.8％）が最も割合が高く、次いで 18～29歳（31.5％）となっている。 

【職種別】 

「やや生活しやすくなったと思う」については、自営業（商工サービス業）（52.2％）が最も割合が
高く、次いで自由業（45.0％）となっている。「あまり生活しやすくなってはいないと思う」につい
ては、労務職系（40.0％）が最も割合が高く、次いで無職（29.7％）となっている。 

【居住年数別】 

「やや生活しやすくなったと思う」については、1年未満（42.9％）が最も割合が高く、次いで 5～
10 年未満（42.2％）となっている。「あまり生活しやすくなってはいないと思う」については、10～
20 年未満（32.4％）が最も割合が高く、次いで 5～10年未満（31.1％）となっている。 

問５ 障害者差別解消法が施行された平成２８年から今日までの８年の間に、障がいのある方にとって

の社会的なバリアは、以前よりも少なくなり、障がいのある方が生活しやすくなったと思いますか。 

次の中から 1つだけお選びください。 

 
とても生活しやすくなっ

たと思う

3.4 %

やや生活しやすく

なったと思う

37.3 %

あまり生活しやすくなって

はいないと思う

29.4 %

生活しやすくなってい

ないと思う

8.4 %

わからない

20.5 %

無回答

1.0 %

n=766 
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無職

その他

無回答

居
住
年
数

1年未満

1～5年未満

5～10年未満

10～20年未満

20年以上

無回答

60～69歳

70歳以上

無回答

職
種

自営業（農林漁業）

自営業（商工サービス業）

自由業

事務職系

労務職系

主婦・主夫

年
代

18～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

学生

性
別

男性

女性

回答しない

無回答

人
口
規
模

札幌市

人口10万人以上の市

人口10万人未満の市

町村

無回答

凡例

全体　(n＝766)

圏
域

道央

道南

道北

オホーツク

十勝

釧路・根室

無回答

①とても生活しやすくなったと思う ②やや生活しやすくなったと思う
③あまり生活しやすくなってはいないと思う ④生活しやすくなっていないと思う
⑤わからない ⑥無回答

①

3.4

3.0

6.0

4.0

2.8

2.0

3.2

9.5

1.9

1.6

6.9

4.5

8.7

3.0

3.5

10.5

5.6

6.2

4.1

1.3

1.6

3.5

10.5

11.6

8.7

1.3

2.9

2.8

3.2

3.7

7.7

14.3

8.2

2.2

7.0

2.1

10.5

②

37.3

39.1

34.0

38.7

27.8

33.3

35.5

33.3

38.9

36.5

42.3

31.8

34.8

39.5

36.3

20.0

36.8

33.3

38.3

36.1

39.2

30.7

40.9

36.8

39.5

52.2

45.0

43.4

36.2

34.5

40.0

31.0

37.8

34.6

42.9

38.8

42.2

35.2

37.0

36.8

③

29.4

30.1

36.0

26.7

33.3

23.5

29.0

14.3

28.9

36.5

30.8

21.4

21.7

30.6

29.3

10.0

21.1

31.5

21.0

29.9

28.5

37.8

28.7

15.8

16.3

21.7

25.0

28.9

40.0

28.9

26.7

29.7

28.0

26.9

28.6

24.5

31.1

32.4

29.6

21.1

④

8.4

8.3

10.0

12.0

5.6

5.9

8.1

4.8

8.1

9.5

7.7

9.1

8.6

8.3

20.0

5.6

9.9

10.3

8.2

9.4

7.8

4.7

13.0

8.6

5.7

11.3

9.5

11.0

7.1

6.1

2.2

8.5

9.3

⑤

20.5

18.9

12.0

17.3

30.6

35.3

24.2

23.8

21.1

15.9

11.5

32.5

21.7

17.4

22.2

50.0

15.8

24.1

24.7

19.6

22.8

18.9

17.8

21.1

27.9

4.3

25.0

17.8

15.2

21.8

33.3

25.3

18.3

19.2

7.1

22.4

22.2

16.9

21.1

15.8

⑥

1.0

0.6

2.0

1.3

14.3

1.1

0.8

0.6

13.0

1.0

0.5

15.8

1.6

1.3

15.8

5.0

0.7

1.3

1.2

11.5

0.9

15.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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75.5 

38.1 

13.6 

53.5 

26.4 

25.1 

42.3 

8.7 

3.7 

3.7 

2.0 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

学校での子どもへの教育を充実する

企業向けの研修会を充実する

フォーラムなどの普及啓発イベントを開催する

テレビ・新聞などのマスメディアでの広報活動を充実する

ホームページやSNSを活用した広報活動を充実する

広報紙等で、理解を深めるための啓発を推進する

障がいのある人からの話を聞く機会を増やす

パネル展示などの周知活動を行う

その他

特にない

無回答

 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【全体】 

「学校での子どもへの教育を充実する」（75.5％）と答えた方の割合が最も高く、次いで「テレビ・
新聞などのマスメディアでの広報活動を充実する」（53.5％）、「障がいのある人からの話を聞く機会
を増やす」（42.3％）の順となっている。 

【圏域別】 

「学校での子どもへの教育を充実する」については、釧路・根室連携地域（80.6％）が最も割合が高
く、次いで十勝連携地域（78.4％）となっている。「テレビ・新聞などのマスメディアでの広報活動
を充実する」については、オホーツク連携地域（66.7％）が最も割合が高く、次いで道南連携地域
（60.0％）となっている。 

【人口規模別】 

「学校での子どもへの教育を充実する」については、札幌市（77.8％）が最も割合が高く、次いで人
口 10 万人未満の市（76.9％）となっている。「テレビ・新聞などのマスメディアでの広報活動を充
実する」については、札幌市（55.6％）が最も割合が高く、次いで人口 10万人未満の市（54.6％）
となっている。 

【性別】 

「学校での子どもへの教育を充実する」については、男性 75.0％、女性 76.7％となっており、「テ
レビ・新聞などのマスメディアでの広報活動を充実する」については、男性 53.0％、女性 54.5％と
なっている。 

【年代別】 

「学校での子どもへの教育を充実する」については、60～69歳（80.3％）が最も割合が高く、次い
で 30～39歳（80.2％）となっている。「テレビ・新聞などのマスメディアでの広報活動を充実する」
については、70歳以上（63.5％）が最も割合が高く、次いで 60～69歳（57.5％）となっている。 

【職種別】 

「学校での子どもへの教育を充実する」については、自営業（農林漁業）（83.7％）が最も割合が高
く、次いで事務職系（80.9％）となっている。「テレビ・新聞などのマスメディアでの広報活動を充
実する」については、学生（73.3％）が最も割合が高く、次いで無職（62.0％）となっている。 

【居住年数別】 

「学校での子どもへの教育を充実する」については、5～10年未満（84.4％）が最も割合が高く、次
いで 1～5 年未満（77.6％）となっている。「テレビ・新聞などのマスメディアでの広報活動を充実
する」については、5～10年未満と 20年以上が同率（55.6％）で最も割合が高くなっている。 

 

問６ 北海道や関係する機関が、障がいのある方への差別解消に向けた取組を推進していくうえで、あ

なたが必要と思うものは何ですか。 

次の中からいくつでもお選びください。 

 

n=766 
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無回答

10～20年未満

1～5年未満

5～10年未満
居
住
年
数

1年未満

20年以上

その他

無回答

学生

無職

労務職系

主婦・主夫

自由業

事務職系

職
種

自営業（農林漁業）

70歳以上

年
代

自営業（商工サービス業）

無回答

女性

50～59歳

30～39歳

40～49歳

18～29歳

60～69歳

人口10万人以上の市

無回答

性
別

男性

その他

回答しない

無回答

人
口
規
模

札幌市

圏
域

十勝

人口10万人未満の市

町村

釧路・根室

オホーツク

道南

道北

道央

学校での子どもへの教育

を充実する

企業向けの研修会を充実

する

フォーラムなどの普及啓

発イベントを開催する

全体（n=766） 75.5 

75.6 

76.0 

74.7 

72.2 

78.4 

80.6 

57.1 

77.8 

74.1 

76.9 

76.0 

47.8 

75.0 

76.7 

90.0 

47.4 

68.5 

80.2 

79.4 

76.6 

80.3 

72.2 

52.6 

83.7 

78.3 

70.0 

80.9 

76.2 

76.8 

80.0 

70.9 

74.4 

50.0 

71.4 

77.6 

84.4 

71.8 

76.1 

47.4 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

38.1 

39.7 

42.0 

37.3 

22.2 

29.4 

45.2 

23.8 

41.1 

39.7 

40.0 

31.8 

21.7 

37.8 

39.7 

0.0 

26.3 

38.9 

37.0 

38.1 

43.7 

45.7 

31.3 

26.3 

27.9 

30.4 

30.0 

41.4 

46.7 

37.3 

40.0 

32.9 

47.6 

19.2 

50.0 

42.9 

37.8 

33.8 

38.4 

26.3 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

13.6 

14.4 

16.0 

10.7 

13.9 

7.8 

14.5 

9.5 

18.1 

9.5 

14.6 

10.4 

8.7 

15.8 

12.5 

0.0 

10.5 

5.6 

7.4 

19.6 

16.5 

15.0 

12.6 

10.5 

20.9 

17.4 

15.0 

17.1 

13.3 

13.4 

13.3 

9.5 

12.2 

7.7 

7.1 

14.3 

11.1 

19.7 

13.2 

10.5 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0
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無回答

10～20年未満

1～5年未満

居
住
年
数

1年未満

5～10年未満

20年以上

その他

無回答

学生

無職

労務職系

主婦・主夫

自由業

事務職系

60～69歳

職
種

自営業（農林漁業）

70歳以上

自営業（商工サービス業）

無回答

女性

50～59歳

30～39歳

年
代

18～29歳

40～49歳

人口10万人以上の市

無回答

性
別

男性

その他

回答しない

無回答

人
口
規
模

札幌市

十勝

人口10万人未満の市

町村

釧路・根室

オホーツク

道南

圏
域

道央

道北

テレビ・新聞などのマス

メディアでの広報活動を

充実する

ホームページやSNSを活

用した広報活動を充実す

る

広報紙等で、理解を深め

るための啓発を推進する

全体（n=766） 53.5 

54.4 

60.0 

53.3 

66.7 

45.1 

46.8 

38.1 

55.6 

53.4 

54.6 

51.3 

39.1 

53.0 

54.5 

50.0 

42.1 

37.0 

32.1 

49.5 

57.0 

57.5 

63.5 

36.8 

48.8 

43.5 

35.0 

46.7 

53.3 

58.5 

73.3 

62.0 

48.8 

50.0 

35.7 

40.8 

55.6 

50.7 

55.6 

42.1 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

26.4 

28.2 

32.0 

21.3 

22.2 

23.5 

24.2 

9.5 

30.0 

27.5 

26.2 

21.4 

8.7 

26.6 

26.3 

50.0 

10.5 

37.0 

40.7 

42.3 

29.7 

22.8 

13.0 

10.5 

23.3 

26.1 

20.0 

38.8 

38.1 

18.3 

53.3 

16.5 

23.2 

15.4 

42.9 

32.7 

33.3 

42.3 

23.4 

10.5 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

25.1 

28.0 

24.0 

18.7 

25.0 

13.7 

21.0 

23.8 

26.7 

21.2 

34.6 

19.5 

21.7 

27.6 

23.3 

20.0 

26.3 

9.3 

18.5 

20.6 

24.1 

27.6 

32.2 

26.3 

32.6 

26.1 

25.0 

21.1 

21.9 

26.1 

20.0 

31.0 

22.0 

19.2 

14.3 

18.4 

20.0 

22.5 

26.6 

26.3 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0
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無回答

10～20年未満

1～5年未満

居
住
年
数

1年未満

5～10年未満

20年以上

その他

無回答

学生

無職

労務職系

主婦・主夫

自由業

事務職系

職
種

60～69歳

70歳以上

自営業（農林漁業）

自営業（商工サービス業）

無回答

女性

50～59歳

30～39歳

年
代

18～29歳

40～49歳

人口10万人以上の市

無回答

性
別

その他

回答しない

男性

無回答

人
口
規
模

道北

人口10万人未満の市

町村

札幌市

十勝

釧路・根室

オホーツク

道南

圏
域

道央

全体（n=766）

障がいのある人からの話

を聞く機会を増やす

パネル展示などの周知活

動を行う
その他

42.3 

41.4 

50.0 

38.7 

52.8 

43.1 

41.9 

38.1 

41.1 

41.3 

47.7 

41.6 

39.1 

40.8 

43.0 

60.0 

42.1 

29.6 

40.7 

36.1 

42.4 

52.8 

42.6 

42.1 

39.5 

30.4 

35.0 

35.5 

50.5 

44.4 

40.0 

41.1 

50.0 

42.3 

14.3 

49.0 

46.7 

43.7 

41.9 

42.1 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

8.7 

8.1 

6.0 

9.3 

19.4 

7.8 

9.7 

9.5 

7.8 

10.6 

11.5 

5.8 

8.7 

8.9 

8.3 

20.0 

10.5 

3.7 

7.4 

14.4 

5.7 

9.4 

9.6 

10.5 

2.3 

4.3 

0.0 

8.6 

11.4 

7.7 

6.7 

11.4 

9.8 

7.7 

0.0 

6.1 

8.9 

5.6 

9.5 

10.5 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

3.7 

3.8 

6.0 

2.7 

0.0 

2.0 

4.8 

4.8 

3.7 

4.8 

3.1 

2.6 

4.3 

5.3 

2.5 

0.0 

5.3 

0.0 

4.9 

4.1 

3.8 

5.5 

2.6 

5.3 

4.7 

0.0 

0.0 

1.3 

3.8 

1.4 

0.0 

5.1 

11.0 

3.8 

7.1 

2.0 

2.2 

1.4 

4.0 

5.3 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0
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20年以上

無回答

5～10年未満

10～20年未満

居
住
年
数

1年未満

1～5年未満

その他

無回答

学生

無職

労務職系

主婦・主夫

自由業

事務職系

60～69歳

70歳以上

職
種

自営業（農林漁業）

自営業（商工サービス業）

無回答

女性

40～49歳

50～59歳
年
代

18～29歳

30～39歳

人口10万人以上の市

無回答

その他

回答しない

性
別

男性

無回答

人口10万人未満の市

町村

人
口
規
模

札幌市

十勝

釧路・根室

道北

オホーツク
圏
域

道央

道南

全体（n=766）

特にない 無回答

3.7 

3.6 

0.0 

5.3 

2.8 

3.9 

4.8 

4.8 

3.3 

2.6 

2.3 

7.1 

0.0 

4.3 

3.5 

0.0 

0.0 

7.4 

2.5 

4.1 

4.4 

2.4 

3.5 

0.0 

2.3 

4.3 

5.0 

2.6 

3.8 

4.9 

0.0 

5.7 

0.0 

3.8 

0.0 

6.1 

0.0 

5.6 

3.7 

0.0 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

2.0 

1.5 

2.0 

4.0 

0.0 

2.0 

0.0 

14.3 

2.2 

0.5 

2.3 

1.3 

13.0 

1.6 

1.6 

0.0 

15.8 

0.0 

0.0 

1.0 

0.6 

2.4 

3.0 

15.8 

0.0 

0.0 

5.0 

0.7 

1.0 

1.4 

0.0 

3.8 

1.2 

11.5 

0.0 

2.0 

0.0 

0.0 

1.9 

15.8 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0
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「障がい者の差別の解消の推進について」の調査を終えて 

 

 

障がいのある方に対する差別や偏見の有無について、「あると思う」（41.5％）、または「あ

る程度はあると思う」（44.8％）とする回答は合わせて８割を超えている。 

 

そうした中、障害者差別解消法（以下、「法」という。）の認知度について、「法律の名前も

内容も知っている」（12.5％）、「法律の名前は知っているが、内容は知らない」（34.5％）と

なっており、H29 年度調査において「名前も内容も知っている」（10.7％）、「名前は知ってい

るが、内容は知らない」（29.0％）であったことと比較すると、若干、認知度は向上している。 

 

また、平成２８年度に、法が施行されてから今日までに、障がいのある方に対する差別を見

聞き（経験）する機会について、「見聞き（経験）する機会は増えたと思う」（16.7％）という意

見に対して、「見聞き（経験）する機会は減ったと思う」（15.4％）となっており、差別を見聞き

（経験）する機会が増えたと思うという回答が、若干多くなっている。 

 

一方で、社会的なバリアが以前よりも少なくなり、障がいのある方が「とても生活しやすくな

ったと思う」（3.4％）、「やや生活しやすくなったと思う」（37.3％）の合計は、「あまり生活し

やすくなってはいないと思う」（29.4％）、「生活しやすくなっていないと思う」（8.4％）の合計

よりも多かった。 

 

次に、令和６年４月の法改正により、事業者から障がいのある方への提供が義務化された

「合理的配慮」について、「内容を含めて知っている」（14.9%）、「言葉だけは聞いたことが

ある」（30.0％）の回答を合わせると、法の認知度と同程度の結果であった。 

 

障がいのある方への差別解消に向けた取組として必要と思うものについては、「学校での

子どもへの教育を充実する」（75.5％）、次いで「メディアの活用」（53.5％）、「ホームペー

ジや SNS を活用した広報活動を充実する」（26.4％）などの意見があったことから、今回の

調査結果を参考に、より効果的な普及啓発を行うことにより道民における法の理解を促進し、

障がいのある方の差別の解消に取り組んでいく。 

 

 

（保健福祉部福祉局障がい者保健福祉課） 


